
 

 

公募公告 

 

令和７年８月２２日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

研究開発推進部長 川西 智弘 

（住所）茨城県那珂郡東海村大字舟石川７６５番地１ 

 

 

下記のとおり公募します。 

 

１．公募に付する事項 

 （１）件  名 

   原子炉建屋内作業環境への電力供給に向けたレーザー無線給電技術に関する研究 

 

（２）内  容 

別添実施計画書のとおり 

 

（３）履行期限 

令和８年１月３０日（金） 

 

２．公募に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）公募参加資格 

    国もしくは機構の競争参加資格を有すると認められた者とする。なお、機構の競争

参加資格の認定を受けていない者であっても、参加意思確認書を提出することができ

るが、その者が応募要件を満たすと認められ、競争的契約手続きに移行した場合に技

術提案書等を提出するためには、技術提案書等の提出時までに、当該資格の認定を受

ける必要がある。 

 

（２）公募に参加できない者 

    競争に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。資格審

査申請書及びその添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者等。 

過去３年間で情報管理の不備を理由に当機構から取引停止を受けている者。 



３．応募要件 

（1）レーザー光源および半導体デバイスに関する専門的な知識を有すること。 

（2）レーザー光源の設計および開発を行うことができ、アイセーフの安全基準を前提とした

高輝度な光源を作製可能であること。 

（3）1F 原子炉建屋内への応用を見据えた耐放射線性半導体デバイスの研究実績を有するこ

と。 

 

４．応募要件等を満たす意思表示 

本公募に参加を希望する者は、３項に示す応募要件を満たすことを証明する資料を参加

意思確認書に添付の上、以下の期限までに「６．連絡先」まで、持参又は郵送（書類書留郵

便等の配達の記録が残るものに限る）により、提出すること。 

  上述の資料の様式は自由とするが、応募者の組織として意思決定が確認できる書類とす

る。 

  応募要件を満たす者があった場合には、機構は、応募要件の遂行能力を確認し、確認結

果を書面にて通知する。 

  期限：令和７年９月５日（金）必着（郵送による場合も同様とする） 

 

５．備考 

（１）応募がなかった場合には、特定の者と随意契約を行う。 

（２）応募があった場合で、かつ確認の結果合格者があった場合には、一般競争入札（総合

評価落札方式）により決定することとなる。その場合には別途公告する。 

（３）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 

６．連絡先 

  〒３１９－１１１２ 茨城県那珂郡東海村大字村松４番地４９ 

   国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

研究開発推進部 研究協力課 箱田 茂樹 

TEL：080-7636-7566 
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実施計画書 

 

1. 委託研究題目 

原子炉建屋内作業環境への電力供給に向けたレーザー無線給電技術に関す

る研究 

 

2. 委託研究の目的 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」と言う。）で

は、東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所（以下、「1F」

と言う。）の廃止措置の加速に資する研究開発を進めている。1F 廃止措置は

数十 mSv/h を超える高線量率の中の調査が必要となるが、被ばく線量低減

および人員不足の観点からロボット等の遠隔機器を用いた自動巡視技術の

開発が求められている。一方で、1F 原子炉建屋内にて遠隔機器を用いて自

動巡視を行うためには、原子炉建屋内作業環境を照らす照明やロボット制

御・通信のための無線LANが必要となるが、それらの電力供給方法が課題と

して挙げられる。 

本研究では原子炉建屋内作業環境への電力供給を目的として、レーザー

を用いた無線給電技術を開発する。 

 

3. 委託研究の範囲 

(1)レーザー無線給電のためのレーザー光源開発 

(2)レーザー無線給電のための給電パネル開発 

(3)報告書の作成 

 

4. 委託研究の内容 

(1)レーザー無線給電のためのレーザー光源開発 

長距離の無線給電を可能とするレーザー光源を用いたコリメート光源

を開発する。楢葉遠隔技術開発センターの試験棟において開発した無線

給電システムのデモンストレーションを実施し、以下の性能を確認する

こと。 

① 100 m の光輸送が可能であること。 

② 光の照射位置を任意に決めるこができること。 

③ ガイド光ないし発光板により光輸送経路が確認できること。 

④ 10 cm 以上の拡大されたスポット径を形成すること。 

 

 



 

 2/3

(2)レーザー無線給電のための給電パネル開発 

上記(1)で開発するレーザー光源に対して最適化した光電変換システ

ムを開発する。楢葉遠隔技術開発センターの試験棟において開発した無

線給電システムのデモンストレーションを実施し、以下の性能を確認す

ること。 

① 30 cm × 30 cm 以上の光電変換素子面積を有していること。 

② 光電変換素子から出力される電力が計測可能であること。 

③ 光電変換素子から出力される電力により LED が発光すること。 

 

(3)報告書の作成 

上記(1)(2)の研究成果を報告書にまとめること。 

 

5. 実施場所 

受託者側実施施設 

 

6. 研究期間 

契約締結日～令和 8 年 1 月 30 日 

 

7. 受託者側実施責任者 

契約締結時に決定する。 

 

8. 委託者実施責任者 

福島廃炉安全工学研究所 廃炉環境国際共同研究センター 

放射線デジタルグループ 研究副主幹 寺阪 祐太 

 

9. グリーン購入法の推進 

(1)本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等

に関する法律）に適用する環境物品（事務用品、ＯＡ機器等）の採用が可

能な場合は、これを採用するものとする。 

(2)本仕様に定める提出図書（納入印刷物）においては、グリーン購入法に該

当するためその基準を満たしたものであること。 

 

10.特記事項 

(1)受託者は、成果情報の機密を保ち、第三者に漏洩しない適切な措置を講

じること。 

(2)受託者は、貸与情報及び成果情報を本契約以外のために使用、もしくは
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第三者への開示を行わないものとすること。 

(3)受託者は、貸与情報を外部に発表、公開、開示しないものとすること。

なお、成果情報を学会で発表、もしくは学会誌等で公開・開示する場合

には、いかなる場合においても必ず JAEA との事前協議を行い、JAEA に

よる確認を得てから行うこと。 

(4)受託者が本件契約を履行することにより発生する著作権について、受託

者は JAEA に複製、改変、および翻訳の権利を許諾するものとする。 

 

11.提出書類 

提出書類 提出期限 提出先 部数 備考 

成果報告書 研究期間終了時 研究開発推進部 

研究協力課 

1 部  

 

 

以上 


